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それでは, 株式会社法の機関構造を形成する理論は如何なるものであろうか｡ 株式会社の機関構造は, 私的所
有制度を背景として, 会社の実質的所有者である株主による自治の発想, 即ち自分の出資は自分で守るという発
想に基づく｡ 大量資本の集中に伴う株主数の増加によって株主自身が業務執行を行うことは困難であり, それを






























同様である｡ 一部の見解は (妥当性) 監査権限が
監査役と取締役会に重複することに否定的立場を
















 明治 23 (1890) 年の旧商法編纂期
 明治 23 (1890) 年から大正前期まで
 大正末期から昭和初期
 昭和 13 (1938) 年改正前後










 日本の商法草案及び明治 23 (1890) 年法, 明治 32 (1899) 年法
2 準則主義の導入に伴う監査役の必要常設化の意味






































































業務執行機関, 監督 (監査) 機関の ｢鼎立が認め
られて居る｣, とするものがある(8)｡ さらに, 三
権分立思想によって, 意思決定機関である株主総
会や業務執行機関である取締役会・代表取締役及
























する(12)｡ また, レーマンの文献にも, 取締役と内
閣を対比させている箇所がある(13)｡



















 明治 23 (1890) 年から大正前期まで
明治 23年から大正前期までは三権分立思想の
影響を説く文献は見当たらない｡























ここで検討するのは, 1918 (大正 7) 年に書か
れたゾンタークの文献である(19)｡ ゾンタークの見



















































特に, 大正 13 (1924) 年にゾンタークの見解




















次に検討するのは, 1928 (昭和 3) 年に書かれ
























ことに酷似している｣ として, 註の中で ｢ハオス
マンも株式会社の機関の分化が仏蘭西の三権分立
の理論を想起せしむることを述べている｣ とす
る(29)｡ 特筆すべき点は, この論者は, 後の文献で
も, 株式会社に三権分立思想を取り入れたという
趣旨の記述はしていない (ゾンタークの翻訳者と











 昭和 13 (1938) 年改正前後
三権分立の思想と株式会社法の関係がもっとも


































 昭和 25 (1950) 年改正以後の学説
三権分立思想が株式会社法に影響を与えたとす





































































があると推測される｡ 1937 (昭和 12) 年にドイ
ツでは指導者原理に基づく株式法改正が行われて
いる｡ 同じ頃, 日本でも指導者原理の導入を求め
























































家 (取締役) を置く必要が生じる｡ ここで, 株主
に会議体の機関 (株主総会) を構成させ, 株主総







難である｡ ゆえに, 会社に常設の監督機関 (監査




































































 英国 1844 年法
準則主義を導入し監査役の設置を要求したのは
英国の 1844年法(56) である｡ 特に, 1844年法制定
のために設置された Joint Stock Companies特
























英国法やフランス 1867 年法(62) の影響を受け











 日本の商法草案及び明治 23 (1890) 年法,
明治 32 (1899) 年法
一方, 我が国においては, ロェスレルの商法草




1844 年法以降の 1845 年法(69) や 1856 年法(70),
1862年法(71) を参考にしていることがわかる｡ ま









キ會社｣ は ｢其ノ義務上ニ於テ取締役 (監査役の










ムルヲ緊要トス｣ とする(75)｡ つまり, 株主による
取締役の監督が充分ではないことを認めて, 監査
役による監視でそれを補完するという認識を示す｡
























明治 32 (1889) 年商法下でようやく準則主義
が導入される｡ 理由書は, 従来の ｢設立免許ノ制
度ヲ廃止スルコト｣ が, ｢英吉利, 仏蘭西, 獨逸,
白耳義……｣ をはじめとした ｢各国法制沿革上一
般ノ傾向｣ であり ｢我ガ国モ亦之ニ倣ウ｣ とし,
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